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合計 1363社 459社 33.7%
依頼先数 回答数 回答率

製造業 359社 146社 40.7%

建設業 288社 91社 31.6%

卸売業 181社 63社 34.8%

小売業 140社
依頼先数 回答数 回答率

40社 28.6%

不動産業 100社 30社 30.0%

サービス業 295社 89社 30.2%
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資
金
繰
り
D
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・
人
手
過
不
足
D
I

資金繰りＤＩは▲4.8（前期▲12.4）でやや改善、人手過不足ＤＩ
は▲30.1（前期▲37.2）で「不足」超となりました。来期は資金繰
りＤＩが悪化、人手過不足ＤＩは引き続き「不足」超の見通しです。

10
年
間
の
推
移（
価
格
D
I
）

価格は仕入価格ＤＩが64.9（前期62.8）でほぼ横ばい、販売
価格ＤＩは30.3（前期26.5）でやや上昇となりました。来期は
仕入価格が低下、販売価格はやや低下の見通しです。
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年
間
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推
移（
業
況
D
I
）

業
況
Ｄ
Ｉ
の
推
移

全業種の業況ＤＩは▲10.4（前期▲17.6）でやや改善しました。
内訳は製造業が▲6.8（前期▲13.5）、非製造業が▲12.1
（前期▲19.5）となっています。来期は横ばいの見通しです。

売
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D
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・
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益
D
I（
前
期
比
）

売上額ＤＩは▲5.4（前期▲10.6）でやや改善、収益ＤＩも
▲9.2（前期▲19.8）で改善しました。来期は売上額ＤＩ、
収益ＤＩともにやや改善の見通しです。
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）

売
上
額
・
収
益
Ｄ
Ｉ（
前
期
比
）

売
上
額
D
I
は
悪
化
、

収
益
D
I
は
や
や
改
善

経
営
上
の
問
題
点

材
料
価
格
の
上
昇
、

人
手
不
足
が
課
題

資
金
繰
り
Ｄ
Ｉ

資
金
繰
り
D
I
は
大
幅
に
改
善

価
格
D
I

材
料
価
格
D
I
は
横
ば
い
、

請
負
価
格
D
I
は
上
昇

10
年
間
の
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業
況
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）

調査時点／2023年5月12日～6月2日
調査依頼先／当庫取引先
調査方法／郵送調査
調査対象期間／［今期］2023年４月～６月
　　　　　　　［前期］2023年１月～３月
　　　　　　　［来期］2023年７月～９月
分析方法／「増加」（上昇）したとする企業の
占める構成比と、「減少」（下降）したとする企業
の構成比との差（DI）により分析を行った。
※DI：Diffusion Index（ディフュージョン・インデックス）

2
0
2
3
年
4
〜
6
月
期
調
査

40
（％）

20

0

－20

－40

－60

－80

全業種

製造業
非製造業

▲
見
通
し

2019年 2020年 2021年 2022年 2023年
12月 3月9月 12月 3月 6月 9月12月 3月 6月 9月12月 3月 6月 6月 9月9月

40
（％）

20

0

－20

－40

－60

－80

▲
見
通
し

3.5
－5.4

－5.7

売上額

収益

30
（％）
20

10

0

－20

－30

－10

－60

－50

－40 ▲
見
通
し

－30.1

－31.8

－4.8

－9.3

資金繰り

人手過不足

80
（％）

60

40

20

0

－20 9月
2013年 2014年 2015年 2016年 2017年 2018年 2019年 2020年 2021年 2022年 2023年

3月3月 3月 3月 3月 3月 3月 3月 3月 3月 9月

▲
見
通
し

64.9

52.0

30.3

20.4

仕入価格

販売価格

前期

今期

見通し
9月
2013年 2014年 2015年 2016年 2017年 2018年 2019年 2020年 2021年 2022年

3月 3月 3月 3月 3月 3月
2023年

9月3月 3月 3月 3月

40
（％）

20

0

－20

－40

－80

－60

▲
見
通
し

－9.6

－10.4

4月

消
費
税
8
％
へ

1月

日
本
銀
行 

マ
イ
ナ
ス
金
利
導
入

11月

米
ト
ラ
ン
プ
大
統
領
選
挙
勝
利

7月

米
中
貿
易
摩
擦
勃
発

10月

消
費
税
10
％
へ

3月

国
内
で
新
型
コ
ロ
ナ
大
流
行

4月

新
型
コ
ロ
ナ
緊
急
事
態
宣
言
発
令

7月

東
京
オ
リ
ン
ピ
ッ
ク
開
催

7月

安
倍
元
首
相
が
銃
撃
さ
れ
死
亡

9月

円
安
進
行
、一時
１
４
０
円
台
突
入

10月

中
国 

習
近
平
政
権
3
期
目
へ

2月

ウ
ク
ラ
イ
ナ
侵
攻
１
年

日
銀
次
期
総
裁
に
植
田
和
男
氏

5月
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス「
5
類
」に
移
行

広
島
サ
ミ
ッ
ト
開
催

10月

岸
田
内
閣
発
足

2月

ロ
シ
ア
の
ウ
ク
ラ
イ
ナ
侵
攻

4月

円
急
落
、一
時
１
３
１
円
台

20
（％）

0

－20

－40

－60

－80
2020年 2021年 2022年 2023年

12月 3月9月 9月6月 9月 12月 6月3月 6月 6月3月9月 12月

2020年 2021年 2022年 2023年
12月 3月9月 9月6月 9月 12月 6月3月 6月 6月3月9月 12月

2020年 2021年 2022年 2023年
12月 3月9月 9月6月 9月 12月 6月3月 6月 6月3月9月 12月

2020年 2021年 2022年 2023年
12月 3月9月 9月6月 9月 12月 6月3月 6月 6月3月9月 12月

2020年 2021年 2022年 2023年
12月 3月9月 9月6月 9月 12月 6月3月 6月 6月3月9月 12月

2020年 2021年 2022年 2023年
12月 3月9月 9月6月 9月 12月 6月3月 6月 6月3月9月 12月

売上額

収益 ▲
見
通
し

－3.4

－4.1

3.4

－13.7

20
（％）

0

－20

－40

▲
見
通
し

－3.4

－9.5

20

0

－20

40

100
（％）

60

80

原材料価格

販売価格

▲
見
通
し

54.1
34.9

20.5

9月
2013年 2014年 2015年 2016年 2017年 2018年 2019年 2020年 2021年 2022年 2023年

3月 3月 3月 3月 3月 3月 9月3月 3月 3月 3月

9月
2013年 2014年 2015年 2016年 2017年 2018年 2019年 2020年 2021年 2022年 2023年

3月 3月 3月 3月 3月 3月 9月3月 3月 3月 3月

40
（％）

20

0

－20

－40

－80

－60

▲
見
通
し

－12.3

－6.8

40
（％）

20

0

－20

－40

－60

－80

▲
見
通
し

－11.0
－2.2

17.6

－22.0

収益

売上額

20
（％）

0

－20

－40

▲
見
通
し

－6.6

－2.2

0

－20

－40

20

80
（％）

40

60
材料価格

請負価格

▲
見
通
し

58.2

14.3

73.6

15.4

40
（％）

20

0

－20

－40

－60

▲
見
通
し

－14.3

－2.2

前期

今期

見通し

前期

今期

見通し

2019年 2020年 2021年 2022年 2023年
12月9月 9月6月 9月12月3月 6月 9月12月3月 6月 9月12月3月 3月6月 6月

2019年 2020年 2021年 2022年 2023年
12月9月6月 9月12月3月 6月 9月12月3月 6月 9月12月3月 3月6月 6月 9月

－9.2

69.8

　今期は、新型コロナの「5類」への引き下げがあり、イベントや観光地への人出の回復、イン
バウンド需要の復活など、身の回りでの明るい話題が増えアフターコロナに向けた確かな動き
が実感できる中でのアンケート実施となりました。
　この変化を反映し、全業種の業況D.I.が▲10.4で前期比7.2ポイントの上昇となり、コロナ
前の水準に達する結果となりました。経済活動・社会生活の正常化への動きが一段と加速す
る中で、すべての業種で持ち直しの動きが見られます。ただし、原材料価格、仕入れ価格のコスト
アップによる景気下振れ懸念や、海外経済の停滞による先行きへの不透明感が依然として
継続しており、今後の景気動向は楽観できず注視が必要です。
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お客様の声

0% 20% 40% 60% 80%

原材料高 57.5

売上の停滞・減少 38.4

人手不足 25.3

24.7仕入先からの値上げ要請

人件費の増加 21.2

0% 20% 40% 60% 80%

材料価格の上昇

人手不足

下請の確保難

売上の停滞・減少

人件費の増加 22.0

25.3

27.5

50.5

63.7

●今年度の7月頃から社員のベースUPを
実施する予定です。（三木市 鋼構造物工事業）
●今年度に入って景気がやや低下している
様に感じます。（川西市 工具等製造）
●業績についてほぼコロナ前の状態に戻り
新規出店、新事業の着手などすべて前向きに
トライアルして行きます。（大阪市 食品製造）
●お客様の要望に応じた商品を開発し、売上
増加に繋げていくように努力していきたい。
（東大阪市 額縁等製造）
●半導体などの電子部品を早く調達できるよう
な政策を期待しております。（宝塚市 電子装置製造）

お客様の声お客様の声
●将来の事業継承の計画準備をそろそろ
検討していきたい。（芦屋市 設備工事業）

●工事の発注が少なくなってきた。土地、
建築費の高騰で中止や縮小される事業
も増えてきた反面、賃金上昇や働き方
改革など取り巻く環境は建設業界には
厳しく若年層の人材が減少気味である。
それらは働き方においても多様性などの
影響もあると思う。
（尼崎市 総合建設業）
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●紙業界全体の値上げは大変
遅いと思います。
（尼崎市 その他の卸売業）

●全体的に厳しいと思います。
（神戸市 貴金属・宝石卸売業）

お客様の声

●整備士や販売スタッフの新規
採用に苦労している。良い策が
あれば教えて欲しい。
（伊丹市 自動車小売業）

●接客サービスの向上が必要
であると考えております。
（伊丹市 書籍文房具小売業）

お客様の声
お客様の声

前期

今期

見通し

前期

今期

見通し

●運賃が上がらないと話にならない。
標準運賃を定めても義務化されて
いなければ意味をなさない。サー
チャージも同様です。
（尼崎市 運送業）

●大手取引先（特に大手関連会社、
団体）に対しては仕入価格上昇分を
販売価格に適正価格で転嫁できてい
ない。このままではこの先も賃上げや
ボーナスにかなりの影響が出ると思う。
（門真市 その他のサービス業）



近年においては新型コロナや物価高騰、深刻な人手不足など中小企業・小規模事業者は、引き続き厳しい状況にあります。こうした中小
企業・小規模事業者を取り巻く経営環境が激変する時代を乗り越えるため、価格転嫁、人事改革に加えて商慣習の構造変化も新たな挑戦
の機会と捉え、生産性向上や賃上げを推進していくことが重要であります。そのような状況の中、以下のアンケートを実施いたしました。

アフターコロナと中小企業
2020年に始まったコロナ関連融資制度は、「返済」が本格化する段階となりましたが、2023年1月に「借換保証制度」が開始されるなど、支援に向けた動きも見られます。本来なら
ば、アフターコロナのV字回復により各企業の業績も改善し返済が進む想定でしたが、ここ数年の世界規模でのインフレ高進、ウクライナ侵攻や為替の円安傾向が続き、事業を取
り巻く環境が大きく変化しています。今回は、各企業がコロナ禍からの完全回復を目指すにあたって関心が高い「資金繰りに関する課題」についてアンケートを実施いたしました。

「資金繰りに関する課題」についてのアンケート

調査時期／2023年5月12日～6月2日　　調査対象企業数／1363社　　有効回答数／449社　　有効回答率／32.9％　　※四捨五入の関係で構成比の合計が100にならない場合があります。調査時期／2023年5月12日～6月2日　　調査対象企業数／1363社　　有効回答数／446社　　有効回答率／32.7％　　※四捨五入の関係で構成比の合計が100にならない場合があります。

Q1
政府が企業に対して賃上げを要請していますが、
賃上げ、もしくは一時金の支給を実施した方は、
その原資についてお答えください。
※1つ選択

Q2
貴社では、昨今の原材料･仕入価格の上昇分や
電力・エネルギー価格の上昇分相当を、
販売価格に転嫁（上乗せ、値上げ）できていますか。
※それぞれ1つ選択

Q3
新型コロナウイルス感染拡大から3年が
経過しましたが、貴社の現在の売上について、
感染拡大前（およそ3年前）と比べ、どの程度と
なっていますか。　※1つ選択

貴社では、３～５年後に向けて、現在の事業を
どのように展開していきたいとお考えですか。
※1つ選択

Q4

特別
調 査
1

特別
調 査
2

Q1
貴社は「コロナ関連融資」を利用されましたか。
※1つ選択 Q2

「コロナ関連融資」を利用された感想を
お答えください。　※最大2つ選択

Q3
「コロナ関連融資」の返済開始時期は
いつからですか。また、その返済方法については
どのような予定ですか。　※それぞれ1つ選択

貴社の今年度の資金繰りは
どのようなものになりますか。　※1つ選択Q4

Q5
貴社では、人材確保のための職場環境改善へ向けて実施していることはありますか。　※最大3つ選択

賃上げ 一時金の支給 原材料・仕入価格 電力・エネルギー価格
コロナに伴う新たな事業展開や

投資に役立った

コロナ禍の経済活動停滞期において
資金繰りに役立った

先行きの不安感から利用したが、
結果的に資金繰りには必要なかった

借入金が嵩み先行きの不安感が増した

元利金の返済が始まり今後の資金繰りが
大変である（返済できるか不安）

必要十分な資金を調達できなかった
（足りなかった）

その他

やや減少
（71％～89％）
25.3%

新規調達が
困難であり条件
変更を相談予定
2.3%

複数ある融資を
まとめる予定
（真水の資金は必要）
2.7%

減少
（51％～70％）
11.3%

資金繰りに余裕があり、
借入を縮小する予定
16.0%

大幅減少
（50％以下）
2.2%

その他
11.0%

大幅増加（201％以上）
1.8%

増加（151％～200％）
4.2%

新規調達を検討
（売上減少や季節
変動による不足
資金の調達など）
9.8%

約定返済分
（借入金の減少分）を
補う資金を調達予定
7.3%

やや増加
（111％～150％）
23.3%

ほぼ変わらない
（90％～110％）

31.9%

資金繰りは厳しいが、
調達予定はない

35.2%

31.9%が
ほぼ変わらない
と回答

利用していない
（過去に一度も
利用していない）
17.9%

すでに全額完済
2.5%

その他
0.7%

その他
1.4%

現在、
利用している

78.9%
78.9%が
現在、利用している

と回答

35.2%が
資金繰りは厳しいが、
調達予定はない

と回答

全く異なる事業を手がけたい
3.3%

事業は縮小・撤退する
1.1%

特に考えていない（わからない）
5.6%

新しい製品・商品・
サービスを開発したい
12.9%

新しい販路・市場を
開拓したい
31.1%

現在の事業を、
現状のまま継続したい

46.0%

46.0%が
現状のまま継続
したいと回答

返済開始時期 返済方法の予定

参考図

［ 1 ］
現状維持

［ 2 ］
新しい販路･
市場の開拓

［ 4 ］
全く異なる
事業

［ 3 ］
新しい製品･商品･
サービスの開発

その他
4.5%

販売価格の
引上げ
23.2%

経費の節減
15.1%

内部留保の
取り崩し
16.7%

賃上げは
していない

40.5%
一時金は
支給して
いない

63.0%

販売価格の引上げ
10.1%

全て転嫁
できている
5.9%

経費の節減
9.4%

内部留保の
取り崩し
13.3%

その他
4.1%

ほぼ転嫁
できている
30.3%

ほぼ転嫁
できている
16.7%

転嫁
できていない
26.0%

やや転嫁
できている
25.9%

やや転嫁できている  

34.3%

転嫁
できていない

51.6%

ワークライフ
バランスの充実

（長時間労働是正等）

20.5%

人事管理
（評価、処遇）の

適正化

22.3%
高齢者の
就業促進

20.9%

女性が活躍
しやすい
環境整備

16.0%

特にない

27.8%49.7%
賃上げ等、待遇面の改善

テレワーク等、
IT化の推進
6.5%

非正規雇用の
処遇改善
3.8%

外国人
人材の活用

8.9%

子育て、
介護との両立
5.8%

Q5
貴社は「資金繰りに関する課題」に対して、金融機関、顧問税理士など自社の資金繰りに関わる関係者に
どのような支援を希望しますか。　※最大2つ選択

自社の課題を診断、解決を
可能としてくれる制度の情報提供

14.6%

新たな制度の
情報提供、
活用支援

17.6%

特になし

26.7%
ビジネスマッチング
など売上増加に
寄与する情報提供

18.8%

公的な補助金などの
情報提供

28.5%28.8%
定期的な

資金繰りの相談

事業計画の
作成支援
10.0%

抜本的な事業の見直し、
再生への支援
3.9%

その他
0.2%

70.1%
21.1%

17.5%

7.4%

13.2%

2.5%
2.2%
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すでに
返済開始

58.8% 予定通り毎月
返済を行う予定

80.9%

2024年1月以降に返済が始まる
10.4%

2023年6月末までに返済が始まる
12.6%
2023年7月から12月末までに
返済が始まる
18.2%

借換保証制度などを利用する予定
2.8%

一括繰上返済を予定
9.1%
条件変更を予定
5.7%

全て転嫁
できている
9.4%

新規調達を検討（新たな設備
投資や増加運転資金など）
15.8%


